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総務省「わたり」再調査の実施と対応について


　1月19日、原口総務大臣は会見のなかで、「わたり」再調査の実施を発表し、総務省大臣政務官名で各都道府県知事、政令指定都市市長あてに調査依頼の文書を発出しました。
　依頼文書（※総務省報道資料2009年1月19日）によると、再調査は、2009年12月28日に公表した「平成21年度地方公務員給与実態調査の概要」の「わたり」の状況（総務省発表資料2009年12月28日）について再精査するものとしています。再調査対象は都道府県、政令指定都市とし、市町村は対象外としています。調査提出期限を2月5日とし、提出内容を踏まえ、総務省はヒアリングの実施を予定しています。
　依頼調査の内容は、2009年8月25日の事務連絡「地方公共団体における「わたり」の状況について」、その後に実施した都道府県市区町村担当課に対する総務省ヒアリングを踏まえた調査内容となっています。
　自治労・公務員連絡会は、この「わたり」再調査に対し、地方公務員給与に対する国の不当な関与とし抗議してきましたが、再調査に踏み切った点は極めて問題です。あらためて、労使交渉に基づく自治体の自主的な賃金決定という原則の堅持、総務省による地方への強圧的助言がなされることの無いよう、引き続き対策を進めます。
　道本部としては、全道庁労連、札幌市職連と連携し、さまざまな対策を進めます。


　なお、※総務省報道資料は枚数が多いため送信しません。総務省ホームページよりご覧ください。
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